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本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

〇
銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

内
閣
府
令
附
則
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に

基
づ
き
金
融
庁
長
官
が
定
め
る
も
の
は
、

協
同
組
合
に
よ
る
金
融
事
業
に
関
す
る
法

律
第
六
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
銀

行
法
第
十
四
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、

信
用
協
同
組
合
及
び
信
用
協
同
組
合
連
合

会
が
そ
の
保
有
す
る
資
産
等
に
照
ら
し
自

己
資
本
の
充
実
の
状
況
が
適
当
で
あ
る
か

ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
第
八
条

第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
件

を
廃
止
す
る
件
（
同
二
五
）

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
六
項
第
二
号
に
規
定
す
る
中
途

換
金
に
係
る
個
人
向
け
国
債
の
買
入
消
却

に
関
す
る
件
（
財
務
一
四
一
）

〇
船
員
と
な
ろ
う
と
す
る
者
に
関
し
て
、
国

土
交
通
大
臣
が
定
め
る
就
職
促
進
手
当
等

の
日
額
表
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
国
土
交
通
七
三
三
〜
七
三
六
）

〇
船
員
と
な
ろ
う
と
す
る
者
に
関
し
て
就
職

促
進
手
当
の
日
額
の
算
定
に
当
た
り
、
国

土
交
通
大
臣
が
収
入
の
一
日
分
に
相
当
す

る
額
か
ら
控
除
す
る
額
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
同
七
三
七
〜
七
三
九
）

〇
建
設
業
法
施
行
規
則
第
七
条
の
三
第
三
号

の
規
定
に
基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
が
認

め
る
登
録
基
幹
技
能
者
講
習
を
定
め
る
告

示
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
七
四
〇
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁基

本
測
量
関
係
事
項
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

〔
政

令
〕

〇
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在

勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控

除
額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女
教
育
手
当

に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
（
一
三
七
）

〇
平
成
二
十
八
年
熊
本
地
震
に
よ
る
災
害
に

つ
い
て
の
激
甚
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適

用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
一
三
八
）

〇
銀
行
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
（
一
三
九
）

〇
健
康
寿
命
の
延
伸
等
を
図
る
た
め
の
脳
卒

中
、
心
臓
病
そ
の
他
の
循
環
器
病
に
係
る

対
策
に
関
す
る
基
本
法
の
施
行
期
日
を
定

め
る
政
令
（
一
四
〇
）

〇
循
環
器
病
対
策
推
進
協
議
会
令（
一
四
一
）

〔
府

令
〕

〇
銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

内
閣
府
令
（
内
閣
府
三
八
）

〇
廃
棄
物
海
洋
投
入
処
分
の
許
可
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
環
境
一
〇
）

〔
告

示
〕

〇
銀
行
法
施
行
規
則
第
十
四
条
の
二
第
二
項

の
規
定
に
基
づ
き
銀
行
法
第
十
四
条
の
二

第
一
号
に
掲
げ
る
基
準
に
従
い
算
出
さ
れ

る
自
己
資
本
の
額
に
必
要
な
調
整
を
定
め

る
件
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
金
融
庁
二
二
）

〇
銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

内
閣
府
令
附
則
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に

基
づ
き
金
融
庁
長
官
が
定
め
る
も
の
は
、

銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規
定
に
基
づ

き
、
銀
行
が
そ
の
保
有
す
る
資
産
等
に
照

ら
し
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
が
適
当
で

あ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準

第
十
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の
と

す
る
件
を
廃
止
す
る
件
（
同
二
三
）

〇
銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

内
閣
府
令
附
則
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に

基
づ
き
金
融
庁
長
官
が
定
め
る
も
の
は
、

信
用
金
庫
法
第
八
十
九
条
第
一
項
に
お
い

て
準
用
す
る
銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規

定
に
基
づ
き
、
信
用
金
庫
及
び
信
用
金
庫

連
合
会
が
そ
の
保
有
す
る
資
産
等
に
照
ら

し
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
が
適
当
で
あ

る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
第

二
十
七
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の

と
す
る
件
を
廃
止
す
る
件
（
同
二
四
）

〔
省

令
〕

〇
研
修
員
手
当
の
号
の
適
用
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
外
務
六
）

特
殊
法
人
等

日
本
弁
護
士
連
合
会
弁
護
士
名
簿
登
録
・

登
録
換
え
・
登
録
取
消
し
・
氏
名
変
更
・

職
務
上
の
氏
名
の
使
用
・
廃
止
・
記
章
紛

失
・
外
国
法
事
務
弁
護
士
名
簿
の
登
録
・

登
録
取
消
し
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
公
示
送
達
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告




		2019-10-29T15:09:13+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




